
























































































































 適合性原則違反について初めて民事効果が生じると判示した最判平成 17年７月 14





































 石戸谷豊「外国為替証拠金取引⑴」月報司法書士 402 号 79 頁（2005年）。
	 国民生活センター「相談急増！ 外国為替証拠金取引―投資に関する知識・経験が































する見解（西原慎治「外国為替証拠金取引の効力」法学研究 80巻９号 106 頁，108 頁，
110 頁（2007年））もある。
 金商 1174 号 33 頁。控訴審である札幌高判平成 16年２月 26日先物取引裁判例集





















 札幌地判平成 15年６月 25日先物取引裁判例集 34 号 367 頁，及び，同判決の控訴審










地判平成 16年９月 22日先物取引裁判例集 37 号 388 頁も同旨。
 札幌地判平成 15年６月 27日先物取引裁判例集 34 号 409 頁。このほかに，同判決
のように外国為替証拠金取引を「賭博行為」と明示し，勧誘すること自体に違法性が
あるとしたものに，札幌高判平成 17年６月 23日先物取引裁判例集 40 号 487 頁，東京
地判平成 17年４月 22日裁判所HP，東京地判平成 17年７月 12日先物取引裁判例集
40 号 506 頁，東京地判平成 17年 10月 17日判時 1951 号 82 頁，東京地判平成 17年 11




















 札幌地判平成 17年２月 24日先物取引裁判例集 39 号 471 頁。同事例のほかに勧誘
をするにあたり詐欺行為をしたといえると判断したものに，控訴審の札幌高判平成 17
年９月 14日先物取引裁判例集 40 号 560 頁，名古屋地判平成 17年５月 18日先物取引
裁判例集 40 号 394 頁，大阪地判平成 17年 11月 18日判時 1927 号 148 頁がある。
 札幌高判平成 16年２月 26日先物取引裁判例集 36 号 161 頁。札幌地判平成 15年６
月 27日の控訴審である。
 札幌高判平成 16年２月 26日と同様に，投機的取引ということはできても，「賭博行
為」ということができないとして違法性を阻却したものに，大阪地判平成 16年４月
15日判タ 1164 号 158 頁，東京平成 17年 11月 14日先物取引裁判例集 43 号 50 頁，神
戸地裁尼崎支判平成 18年１月 17日先物取引裁判例集 42 号 181 頁がある。
 金融審議会金融分科会第一報告「外国為替証拠金取引に関する規制のあり方につい
て」（平成 16年６月 23日）。






































 津谷裕貴ほか編『実践 先物取引被害の救済』（民事法研究会，2000年）111 頁。



































等に関する制度のあり方等について 中間とりまとめ」（平成 20 年６月 26 日）
〈http://www.meti.go.jp/report/downloadfiles/g80626b02j.pdf〉accessed on 2013.7.1.
























京地判平成 21年 10月１日先物取引裁判例集 57 号 273 頁，東京地判平成 22年６月 10
日先物取引裁判例集 60 号 29 頁，神戸地判平成 23年８月 26日先物取引裁判例集 63
号 88 頁，和歌山地判平成 23年 11月 24日先物取引裁判例集 65 号 205 頁，東京高裁平
成 24年４月 26日判決先物取引裁判例集 65 号 222 頁（東京地判平成 22年６月 10日
の控訴審），大阪地判平成 24年５月 16日先物取引裁判例集 65 号 216 頁（和歌山地判




















































































































































































































































































































































































引に関する法律の解説〔平成 21年度版〕』（商事法務，2010年）23 頁，112 頁∼113 頁，
220 頁∼221 頁，斎藤＝池本＝石戸谷・前掲注（114）292∼294 頁。
(122) 消費生活センターに寄せられた消費者の相談件数は，2008年には 69件，2009年に



























235060006&Mode＝ 2〉accessed on 2013.12.13.
(124) 松苗弘幸「特定商取引法の平成 24年改正による『訪問購入』規制の概要」現代消費
者法 17 号 70 頁（2012年），村千鶴子「貴金属等の訪問販売買取被害の実情と被害防止


































































































































































































































































































































































































(153) 日本弁護士連合会「消費者契約法日弁連改正試案」（2012年２月 16日公表）28 頁，
31 頁〈http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_
120216_2.pdf〉accessed on 2013.7.1.
(154) なお，消費者委員会が公表した消費者契約に関する調査作業チーム「論点整理の報
告書」（2013年７月 16日公表）50 頁〈http://www.cao.go.jp/consumer/doc/201308_
shoukeihou_houkoku1_.pdf〉では，不招請勧誘独自の実態法規範を定める場合，困惑
取消類型の拡張としてはどうかとの提案がなされている。
(155) 高野＝野津山・前掲注（99）119 頁。
７．むすびにかえて
本稿では，金融取引で導入されている不招請勧誘の禁止を消費者取引全
般に導入するために解決すべき課題を検討した。まず，不招請勧誘の禁止
は，金融取引全般で見られる高額な被害を予防するだけでなく，非財産的
損害や僅少損害といった消費者被害をも予防するためにも必要であるとい
うことが明らかになった。2013年 12月４日に「消費者の財産的被害の集
団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律」が成立され
(156)
，
さらに，消費者被害を生じさせないために「財産の隠匿・散逸防止策及び
行政による経済的不利益賦課制度に関する検討チーム」が開催され，法律
案の検討をしている現状からすると
(157)
，こうした多くの消費者が泣き寝入
りしがちな少額多数の被害を防ぐことが，現在の消費者問題において解決
すべき課題であり，適用範囲の拡大が急がれるべきことがいえるだろう。
しかし，不招請勧誘の禁止は，事業者の自由な営業活動を制限すること
にもなるので，不招請勧誘を禁ずる理論的根拠につき，十分に検討する必
要があった。これまで主張されたものには，まず，クーリング・オフの代
替手段と生存権侵害からの保護，自己決定権侵害からの保護，生活平穏権
侵害からの保護であったが，金融取引という複雑な内容の取引では事業者
からの影響を受けやすく，既述のとおり，不招請勧誘の禁止は非財産的・
僅少損害の予防ということも目的としていることから該当しないことにな
不招請勧誘の禁止をめぐる法的課題（2・完）
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(156) 消費者庁制度課「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特
例に関する法律」〈http://www.caa.go.jp/planning/index14.html〉accessed on 2014.1.7.
(157) 財産の隠匿・散逸防止策及び行政による経済的不利益賦課制度に関する検討チーム
の検討状況については，消費者庁制度課「消費者の財産被害に係る行政手法研究会情
報」参照〈http://www.caa.go.jp/planning/index9.html〉accessed on 2014.1.7.
る。そこで，自己決定権侵害からの保護と生活平穏権侵害からの保護とい
う２つの根拠に絞られるが，金融取引の場合，金融取引ではリスクが生じ
ることから，顧客となる者には自己責任が求められることになるため，自
己決定が適切に行えるよう，適合性原則の遵守が要請されているが，物品
の売買契約のような消費者取引の場合，通常，そうしたリスクは取引に含
まれていないものの，適合性原則の遵守は要請されている。ところで，適
合性原則の遵守は，相手の情報があって，はじめて期待されうるものであ
り，その人の意に沿わずに情報を無理矢理得てまで認められるものでない。
こうしたことから，消費者取引全般での不招請勧誘の禁止は，生活平穏権
の侵害に対する救済手段であると解するのが妥当であるとの結論を得た。
さらに重要な論点として，顧客の意向と実情に適合しない勧誘を禁止す
るという勧誘の適正化を図る適合性の原則と，投資する意向を有しない被
勧誘者に対して不意打ちで勧誘することを禁止する不招請勧誘の禁止とは
同じ勧誘規制となることから，両者の関係性について整理した。金融取引
は複雑な内容を有することから，勧誘者は収集した顧客の情報をもとに顧
客の属性に応じた説明義務を果たすことで自己決定基盤が整備されること
になり，そうなって，初めて顧客は損失を生じた場合に同損失を負担しな
ければならないことになる。しかし，不意打ちの勧誘では適合性原則の遵
守が期待できないことから，顧客の属性に応じた説明義務が勧誘者から果
たされることは期待できず，自己決定基盤の整備という目的が図られない
ことになる。そこで，「適合性原則の遵守をおよそ期待できない場合」には，
適合性原則の前提問題として，勧誘者の勧誘方法を制限するという不招請
勧誘の禁止が認められることになる。さらに，金融取引では上記のように
内容が複雑であるために不招請勧誘の禁止が認められると結論付けたが，
訪問購入に不招請勧誘の禁止が導入されたことにより，適合性原則が遵守
されずに自己決定権が侵害されるという場合に認められるということで，
複雑であるという限定が外れ，消費者取引一般に導入しやすくなったとい
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えよう。なお，消費者取引全般において全面的に不招請勧誘の禁止を認め
た場合に，事業者の活動が全面的に制限されるという批判も予想されるが，
訪問購入では，信頼関係が築かれている場合は不招請勧誘の禁止を適用除
外とする枠組みをとられているのであり，こうした既存の状況を参考に，
工夫をすることで，事業者の活動の全面的な制限という問題に対処できる
のではないだろうか。
立法化に向け，「勧誘」の範囲や違反に対する民事効についても検討した
が，実現化するためには理論的な説明を踏まえ，実際に機能している制度
についても見ていく必要があることから，諸外国における不招請勧誘の禁
止がどのような効果を上げ，どのような障害をもたらしているのかにつき
検討していくことを今後の課題としたい。
不招請勧誘の禁止をめぐる法的課題（2・完）
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